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 概 要  
「国立大学の特許出願の特徴に関する調査研究」   
１．調査研究の目的                                               
1999 年の産業活力再生特別措置法以降、産業技術力強化法や知的財産戦略大綱、知的財産基本
法など大学の研究成果を特許化し、活用しようとする法律・制度が施行されている。2004 年度の
国立大学の法人化以後は、国立大学も特許を保有することが可能になっており、多くの大学では
大学の特許出願を一元管理する知的財産本部を設置している。また、大学の知的財産本部の体制
整備を支援する事業1も充実しており、数多くの大学で支援制度が利用されている。 
本調査では、国立大学が出願人となっている特許出願の状況や特徴に加えて、新規性喪失や国
内優先権主張といった制度の利用状況から、知的財産本部の体制整備や研究者の特許出願につい
ての理解がどの程度進んでいるかを把握する。これらにより、国立大学の特許出願の取組の状況
や考え方を考察する基礎資料とする。 
 
２．調査方法の概要                                                   
（１）分析に用いたデータ及び調査項目 
2001 年度から 2006 年度の間に出願された国立大学名（株式会社東京大学TLOや有限会社金沢
大学ティ・エル・オーといった大学名が名称に入った技術移転機関を含む）が出願人に入ってい
る公開特許公報の書誌情報を分析に用いた。この際、外部の判断が大きな部分を占めるものを排
除するため外国出願は分析の対象外とした2。  
 
（２）全国立大学の特許出願の状況 
 全国立大学が出願人となっている特許出願の状況について、公開特許公報の書誌に付されてい
る出願人や発明者、新規性喪失の例外適用申請3、国内優先権主張制度4の利用等について分析し、
国立大学の特許出願の全体像を俯瞰した。 
 
（３）特許出願が多い国立大学の特許出願の状況と特徴 
 特許出願が多い国立大学の特許出願の状況と特徴を把握するため、大学の知的財産本部の体制
整備に関する支援制度を利用したことがある大学で、かつ 2001 年度から 2006 年度の間に 300 件
以上の特許出願を行った 12 大学5（図表 1）を抽出し、共願の相手先について従業員数や資本金額、
                                                  
1 例えば、大学知的財産本部整備事業や特色ある知的財産管理・活用機能支援プログラム、スーパー産学連携本部
などが該当する。 
2 大学が出願人となっている外国出願は、（独）科学技術振興機構（JST）の JST 特許支援制度
（http://ueno.jst.go.jp/pat/p_s_01boshu.html#vb355f58）を利用したものが多いと思われる。これらは JST が調査・
審議により出願を支援するかどうかの判断を行っているため、外国出願を行っているか、外国出願でどの様な管
理を行っているかを分析することにより、大学の知的財産本部のポテンシャルそのものを計ることは難しいと考
えた。 
3 特許庁長官が指定する学術団体の研究集会で文書をもって発表したこと等により新規性を失った場合であって
も、その日から６ヵ月以内であれば、新規性喪失の例外適用を申請することにより特許出願を認められる場合が
ある（特許法第 30 条関係）。 
4 自国の先の国内出願を基礎として自国の後の出願について優先権を主張できる制度。先の出願の発明が基本的な
発明である場合に、その後完成した改良・関連発明を取込み、包括的発明として特許出願することができる。先
の出願の後に、実施例を追加及び明細書の不備の訂正を行うことができる（特許法第 41、42、184 条関係）。 
5 この 12 大学が特許出願を行った件数は全国立大学からの 54％を占める。 
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所在などについて定量的な分析を行った。 
 
図表 1 調査対象とする 12 大学（括弧内は略称及び分析対象となった特許出願件数） 
北海道大学（北大、463 件） 東北大学（東北大、978 件） 東京大学（東大、837 件） 
東京工業大学 
（東工大、793 件） 
信州大学（信州大、313 件） 名古屋大学（名大、434 件） 
名古屋工業大学 
（名古屋工業大、376 件） 
京都大学（京大、893 件） 大阪大学（阪大、751 件） 
広島大学（広島大、447 件） 山口大学（山口大、349 件） 九州大学（九大、358 件） 
 
３．国立大学の特許出願の状況                                            
（１）出願人分析                                               
① 国立大学の特許出願の重心は、単願から共願に移動 
全国立大学の特許出願の件数は年々増加傾向にあり、特に 2003 年度から 2004 年度にかけて大
幅に増加している。また 2004 年度以降も増加傾向にあるが、その増加率は年々小さくなっている。 
大学のみが出願人となっている単願は 2003年度から 2004年度にかけて顕著に増加しているが、
2006 年度には減少に転じている。一方、大学に加えて他機関も出願人となっている共願は、2003
年度から 2005 年度まで顕著な増加傾向にあり、2006 年度の増加率はやや小さくなったものの依
然として増加傾向にある。また大学を含む 3 者以上が出願人となっている特許出願も少しずつで
あるが年々増加傾向にある。共願となっているものは共同研究の成果を特許出願したものであり、
共願が増加傾向にあるのは、2004 年度以降に共同研究が増えたためと考えられる。 
大学は特許の実施を行う機関でないため、共願となっている特許の実施には、共願先もしくは
共願先になっていない企業による実施という 2 つの場合が考えられる。共願先企業による実施は、
共願の相手先企業と不実施補償契約を結んでいる場合を除き、共願先企業による実施は無償であ
ることが多い。一方、共願となっている特許を共願先以外の他者にライセンスする場合は、共願
先の了承を得る必要があり、実際には他者へのライセンスは難しいと考えられる。こうしたこと
から、他者にライセンスする場合は、単願でないと難しいといえよう。単願に比べて共願の割合
が増えているということは、特許出願につながる共同研究が増えたということだが、これはライ
センスによる研究成果の普及よりも共願先による実施を大学が選択するようになったともいえる。 
 
図表 2 全国立大学の特許出願の推移 
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② 単願と共願の割合は大学によって大きく異なる 
 図表 36に示すとおり、広島大と山口大を除く 10 大学は、共願の割合が全国立大学の平均よりも
高い。特に九大は共願の割合が 73%と 12 大
学の中で最も高く、全国平均よりも約 20%高
い。広島大は、全国平均よりも共願の割合が
低いが、2005 年度以降は単願よりも共願の
方が多くなっている。特許出願が多い大学に
おいても共願による特許出願が主流になっ
ていると考えられる。 
図表 3  12 大学が 2001 年度から 2006 年度に行った 
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北大 山口大は、単願の割合が約 70%と単願によ
る出願の割合が 12 大学の中で最も高い。こ
れは特許出願につながる共同研究が少ない、
もしくは他者へのライセンスを考えて大学
の知的財産本部が単願を重視しているとい
うことが想定される。 
 
③ 共願の相手先の大半は大企業 
12 大学の共願の相手先は、企業、大学等7、その他8の三つに分類され、大学によって異なるが
約 7 割から 9 割は企業である（図表 4、12 大学の共願の相手先が企業である割合の平均は 79%）。
これは、大学は実施機関ではないため、発明を実施する能力がある機関との共願が望まれている
ためと考えられる。共願の相手先企業の殆どは株式会社であり、共願の約 9 割は資本金が 1 億円
以上、従業員数が 100 人以上の大企業とのものである（図表 5）。 
 
図表 4  12 大学の共願の相手先 
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6 図中の点線は 12 大学の単願及び共願の割合の平均。 
7 大学等には、国公私立大学に加えて国立研究所、独立行政法人、大学共同利用機関を含む。 
8 その他には、行政（省庁、自治体、企業団）や特殊法人（財団法人、社団法人、社会福祉法人、NPO）、協同組
合、個人を含む。 
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図表 5  12 大学の株式会社との共願を株式会社の資本金額（上）と従業員数（下）で分類したもの9 
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④ 共願の相手先が多く所在する地域は大学によって異なる 
ここでは、本調査で対象とした 12 大学の立地する都道府県内（以下「県内」という。）の機関
との共願率と大学が立地する県内を除く区域内（以下「区域内」という。）の機関、さらに東京都
内に立地する機関との共願率の高さの関係について分析を行った。その結果、まずは、図表 6 に
示すとおり、本調査で対象とした 12 大学は、大学の立地する県内の機関との共願率と区域内の機
関との共願率の高さから 4 つに分類された。東大と東工大は東京都内及びその周囲に共同研究の
相手先となる機関が集積しているため都内およびその周囲の機関との共願が多い。広島大と名古
屋工業大は県内との共願が多いが、区域内との共願は少ない。一方、京大と阪大、山口大の 3 大
学は県内の共願率は低いが区域内との共願は多い。これは共同研究が区域内で広域化しているた
めと考えられる。また東北大、名大、九大の 3 大学は県内及び区域内との共願が少ない。 
次に、大学の立地する県内の機関と東京都内に立地する機関との共願の関係をみると、図表７
のようになる。県内及び区域内との共願の少なかった東北大と九大に加えて、県内との共願が少
なかった京大は、東京の機関との共願の割合が高くなっていることがわかる。これら 3 大学は大
学の周囲に共同研究先となる機関が少ない、もしくは東京の機関から共同研究先に選ばれるよう
な研究者が多いため、このような結果となっていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
9 従業員数規模及び資本金階級は総務省の平成 18 年度事業所・企業統計調査の分類を参考にした。
http://www.stat.go.jp/data/jigyou/2006/kakuhou/gaiyou/gaiyou.htm 
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図表 6  共願特許の出願人の県内率と区域内率10 図表 7  共願特許の出願人の県内率と東京都内率 
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県内率：大学と同一県内にある機関が出願人となっている割合 
区域内率：大学がある県内を除き、大学と同一区域内にある機関が出願人となっている割合 
東京都内率：東京にある機関が出願人となっている割合 
 
（２） 単願よりも共願の方が研究（の人的）規模が大きい                                         
全国立大学の特許出願の出願件数と発明者数との関係を見ると、単願の場合は 2 人の発明者、
共願の場合は 3 人もしくは 4 人の発明者によるものが多いことがわかる。また発明者が 6 人以上
の特許出願の殆どは共願によるものとなっている（図表 8）。ここで、発明者の人数を特許出願に
至った研究に携わった人数の代理指標と考えると、単願よりも共願の方が研究の人的規模が大き
いということになる。これは共願の場合、大学内の者に加えて、共願の相手先の者も入る場合が
あるためであると考えられる。 
図表 8  発明者数ごとの特許出願件数 
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次に、12 大学の単願と共願の発明者数の関係を見ると、図表 9 に示すとおり、12 大学の全てに
おいて、共願の発明者数の平均は単願に比べて、1.3～1.8 人ほど多くなっていることがわかる。
また、単願の発明者数の平均が高い大学ほど共願の発明者数の平均も高くなっている。しかしな
がら、ここでの分析では、発明者数の平均と大学の規模との間には明確な関係性はみられなかっ
た11。 
                                                  
10本調査の区域内とは、経済産業省の各経済産業局の管轄地域とした。北海道は区域内に他都道府県がないため、
区域内の共願率は 0%とした。信州大学は東京都と同じ区域内にあるため、出願人の区域内率が他の大学よりも高
い。図中の点線は、12 大学の平均である。 
11 大学によって特許出願が多い分野が異なり、分野によっては発明者の数も大きく異なることも考えられる。同
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図表 9  12 大学の単願と共願の発明者数の関係 
3.8
3.9
4
4.1
4.2
4.3
4.4
4.5
2 2.1 2.2 2.3 2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3
単願の発明者数の平均（人／件）
共
願
の
発
明
者
数
の
平
均
（人
／
件
）
山口大
広島大
東工大
信州大
北大
東北大
名古屋工業大
名大
阪大
九大 京大
東大
 
 
 
４．大学の知的財産本部の啓発活動による効果                          
（１） 新規性を喪失した場合の対応と喪失させないための取組                                    
 大学の研究者が、研究成果を公表する場合、学会や論文で発表することが多いが、その様な学
術的目的であっても、我が国の特許法では特許出願の条件となる「新規性」を喪失してしまう。
これを一部緩和するために同法では、新規性の喪失の例外適用12という制度があるが、特許出願
において制約を受けたり、権利を一部喪失する場合があり、特許の強さを考えるとできる限り避
けるべきである。図表 10 に示すとおり、全出願における新規性喪失の例外申請を行っている特許
出願の割合は、2003 年度以降減少傾向にあり、2006 年度には 15%以下となっている。これは、単
願での新規性喪失の例外申請が大きく減少したためである。この背景には、大学の知的財産本部
による啓発活動により研究者が特許出願についてより深く理解するようになったこと13や知的財
産本部や知財・産学連携に携わるコーディネータと研究者とのコミュニケーションが活発になっ
たためと考えられる。 
。 
                                                                                                                                                           
一方、共願の相手先の大多数は企業であり、企業では新規性喪失の例外申請を行うことにはな
らないように対応すると考えられる14ため、共願の新規性喪失の例外申請の割合は、単願の場合
に比べて少なく、10～15%でほぼ一定となっている。この割合が単願の場合に比べて大きく減少し
ていないのは、研究者と共同研究先との十分なコミュニケーションが成立していない場合15が一
定程度あることが考えられる
図表 11 に示すとおり、国立大学の特許出願は 3 月や 9 月周辺に集中している。2 月や 3 月に特
許出願が集中しているのは、年度末の予算執行や報告のためが大きいと考えられる16。また 2004
分野の特許出願のみで分析すると、発明者数と大学の規模には相関がある可能性は否定できない。 
12 特許法第 30 条参照。 
13 研究者が特許法の新規性の喪失の考え方について理解し、新規性を喪失させないために学会や論文などでの研
究成果を公表する前に特許出願を行うようになった。 
14 新規性喪失の例外適用を申請して特許出願が認められる場合でも、出願が新規性を失った日にされたものとし
て扱われるわけではないため、出願前に発明が公知になり、他者に出願される可能性がある。共同研究の成果を
特許出願する場合、相手先企業がその成果を公知にすることは一般的には考えにくい。 
15 例えば、特許出願のタイミングに関する企業の意向と、論文等発表のタイミングに関する研究者の意向との兼
ね合いが難しいことも一つの理由と考えられる。 
16 特許出願につながる研究に深く携わっている大学生や大学院生の卒業にあわせて特許出願が増えるとも考えら
れるが、4 月の特許出願が多いというわけではない。 
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年度以降は、8 月や 9 月に特許出願が集中しており、その傾向は年々顕著になっている。これは
大学の研究者が参加する大規模な学会が秋期に多く、学会での公表前に特許出願を行おうとして
いるのではないかと考えられる。このことから、発明者となっている研究者が、特許出願におけ
る新規性喪失について次第に理解するようになってきていると想定される。 
 
図表 10  新規性喪失の例外適用の申請率の推移 図表 11  各月の特許出願件数の推移 
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（２）国内優先権主張制度17を用いた特許出願                                              
 国内優先権主張制度では、先の出願より 1 年以内に限り、新規事項を付け加えることができる。
特許出願後に新規事項を付加することは、権利
の範囲を明確にし、さらに拡張することにもつ
ながるので出願を補強することになる。また特
許の権利期間は、特許出願日を起点にするため、
新規事項については先の出願日との差分だけ
特許の存続期間が長くなる（最長 1 年）という
メリットもある。 
図表 12 国内優先権主張制度を利用した特許出願数
の推移
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全国立大学からの国内優先権主張制度を利
用した特許出願数は年々増加傾向にある（図表
12）。また、2006 年度には、国内優先権主張制
度を利用した特許出願数は全出願数の約 10%に
なっている。これは我が国全体の国内優先権主
張制度を用いた特許出願の割合と同程度とな
っている18。 
国内優先権制度の利用が増加している背景には、発明者が先の出願を補強するような発明を行
っていることに加えて、その発明を大学の知的財産本部が把握できていることがある。つまり、
研究者と大学の知的財産本部とのコミュニケーションが年々密になってきていると考えられる。 
 
 
                                                  
17 国内優先権主張制度を利用する基となる特許出願を先の出願とよぶ。国内優先権主張制度を用いた特許出願を
行った場合、先の出願はその出願日から１年 3 ヶ月後に取り下げたものとみなされ、公開されない。 
18 国内優先権制度の活用ガイド～有効な権利取得のために～ 現代産業選書、創英知的財産研究所編著、2007 年
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５．考察                                                     
（１）大学の知的財産本部が十分な機能を発揮できるようになり、研究者の特許出願への理解が
深まっている                     
国立大学の新規性喪失の例外適用を申請した特許出願の割合が年々減少傾向にあるということ
は大学の知的財産本部による啓発活動により、研究者の特許出願に関する理解が深まったためと
考えられる。今後、研究者の特許出願における理解が深まるにつれ、共願だけでなく単願におい
ても新規性喪失の例外申請を行った特許出願の割合も減少するかもしれない。 
 
また、出願した特許を補強する国内優先権主張制度を利用した特許出願の割合は、2004 年度以
降急激に増加し、2006 年度にはその年の全出願の約 10%になっており、日本国全体の割合と殆ど
変わらない。国内優先権主張制度については、大学の知的財産本部が、当該特許の発明者と緊密
なコミュニケーションを取り、その後の研究成果を特許出願につなげるための必要な（より踏み
込んだ）指導・助言を行うという機能を果たすようになっていると考えられる。今後もこの体制
（機能）を維持・向上させていく必要がある。 
本調査で明らかにしたとおり、国立大学全体の特許出願件数が増加しているだけでなく、新規
性喪失の例外適用申請を利用した割合が減少していることや国内優先権主張制度を利用した割合
が増加していることから、大学の知的財産本部の実務機能が動き始めていると推察される。この
背景には、大学の知的財産本部への支援事業の活用により多くの大学で体制整備が進んだことが
あると考えられる。 
 
（２）国立大学の特許出願は共願が主流であり、共願の相手先は大企業が多い               
全国立大学の特許出願は、2005 年度以降は単願よりも共願の割合が多くなっている。特許に関
係する研究成果を普及させる場合、自身や他者による実施が難しいため、共願先による実施を選
択することが多いと考えられる。 
本調査で対象とした 12 大学の共願は、企業とのものが約 8 割であり、そのうち約 9 割は資本
金額が 1 億円以上、従業員数が 100 人以上の大企業とのものである。また単願に比べて共願の発
明者数が多いことから、共願の相手先は研究費に加えて、研究者も参画させている場合があると
思われる。 
また 12 大学の共願の相手先としては、大学が立地する地域の機関との共願が多い大学と東京に
ある機関との共願が多い大学に分かれる。このことは、大学が立地する地域に共同研究の相手先
となる機関があるかどうかという地域のポテンシャルの問題に加えて、大学としての戦略の違い
が大きく関係していると思われる。今後、大学において特許の共同出願の前段階となる共同研究
等の連携に対する戦略として、地域を中心にするのか、それともより広域化を目指すのか、とい
う方針を立てた上で、大学の優れた点をアピールすることがより重要になると思われる。 
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第１章 はじめに 
第１節 調査の背景 
我が国では 1998 年の大学等技術移転法による承認TLOに対する優遇措置にはじまり、産業活力再生
特別措置法（1999 年、日本版バイドール法）、産業技術力強化法（2000 年、特許料等のアカデミックディ
スカウント）等、大学や公的研究機関の研究成果を特許化し、活用しようとする法律・制度が施行されてい
る。2004 年度の国立大学の法人化以後は、国立大学も特許を保有することが可能になっており、多くの
大学では大学の特許出願を一元管理する知的財産本部を設置している。また、大学の知的財産本部の
体制整備を支援する事業19も充実しており数多くの大学で支援制度が利用されている。 
 
第２節 調査の目的 
国立大学の研究者が関係している特許出願は、1990 年代半ばまでは共同研究先である企業や所属
する大学の長名が出願人となっているものが多かったが、1990 年代の後半以降は承認 TLO からの出願、
承認 TLO と所属する大学との共願と出願人は変わってきている。 
そこで本調査では、本調査では、国立大学が出願人となっている特許出願の状況や特徴に加えて、
新規性喪失や国内優先権主張といった制度の利用状況から、知的財産本部の体制整備や研究者の
特許出願についての理解がどの程度進んでいるかを把握する。これらにより、国立大学の特許出
願の取組の状況や考え方を考察する基礎資料とすることを目的とする。 
 
第３節 調査方法の概要 
（１）調査に用いるデータ及び調査項目 
2001 年度から 2006 年度の間に出願された国立大学名（株式会社東京大学TLOや有限会社金沢大学
ティ・エル・オーも含む）が出願人に入っている公開特許公報（Ａ）20を収集し、出願年度毎に出願人や発
明者、新規性喪失の例外適用申請21、国内優先権主張22、分割出願23、補正24等に関する情報を整理し
た。公開基準日を出願日とし、国内優先権主張制度を利用した出願の場合、新たに付された出願日を用
いた。分割出願した場合は、原出願に加え分割により生じた出願番号の数を出願件数とし、それぞれの
                                                  
19 例えば、大学知的財産本部整備事業や特色ある知的財産管理・活用機能支援プログラム、スーパー産学連携本
部などが該当する。 
20 特許出願後1年6ヶ月経過した時点もしくは出願公開の請求が有った場合には審査状況に関わらず特許出願の内容が
公報に掲載される。これが出願公開といわれ、その公報を公開公報という。本調査では、公表や再表の公報書誌は使用せ
ず、日本国内にのみ出願公開されたもののみを分析に用いた。また外国を指定国にしている公開特許公報は、本調査の
分析の対象外とした。 
21 発明が、特許庁長官が指定する学術団体が開催する研究集会等において公知・公用に該当するに至った場合、一定
の条件下で特許出願を認められる場合がある。その場合、公知・公用となった日から６ヵ月以内に出願し、その特許出願に
かかる発明が新規性喪失の例外に規定する発明であることを証明する書面を特許庁長官に特許出願の日から 30 日以内
に提出する必要がある。 
22 自国の先の国内出願を基礎として自国の後の出願について優先権を主張することができる制度。先の出願の発明が基
本的な発明であるような場合に、その後完成した改良・関連発明を取り込み、包括的な発明としてまとめて特許出願するこ
とができる。名古屋工業大学では、国内優先権制度を利用したコア出願方式を採用し、出願費用の抑制や先の出願を基
にした共同研究先の開拓に注力している。 
23 2以上の発明を包含する特許出願の一部を1又は2以上の新たな特許出願とすることができる制度であり、基の出願（原
出願）時に明細書に記載されている事項に関しては、分割出願した場合も原出願の際にされたものとみなされる。 
24 願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面等について一定の制限の下に補正が認められている。新規事項を追
加することは禁止されているが、補正により審査手続の円滑な進行にもつながる有効な手法である。補正のできる範囲は
出願後の時期によって異なる。適法な補正は、出願まで遡及し、補正された内容について最初から特許出願されたものと
みなされる。 
12 
 
出願日を用いた。 
本調査では、大学外部の判断が大きな部分を占める特許出願を排除するため、外国出願（ＰＣＴ
出願やパリ条約に基づく出願）は分析の対象外とした25。  
 
 
図表 1-3-1  国内特許出願の出願から公開までの流れ 
出願日
出願日
審査請求
公開日
18ヶ月 18ヶ月
12ヶ月以内 18ヶ月
通常出願
国内優先権制度
を用いた出願
○ 出願日 分割出願の場合は原出願に加えて複数の出願番号が付されるため、公開番号も複数。
● 先の出願 その出願から1年3ヶ月を経過した時に取り下げたものとみなされる。
☆ 公開日 通常、出願より18ヶ月後に公開される。国内優先権制度を用いた出願の場合、先の出願
より18ヶ月後に公開される。
特許をすべき旨の
謄本の送達があっ
た日から30日以内
or 
拒絶をすべき旨の
最初の最低の謄本
の送達があった日か
ら3ヶ月以内
出願の分割
出願の分割
出願の分割
特許査定謄本送達前
においては、いつでも
分割できる
18ヶ月 18ヶ月
先の出願
出願日
出願日
公開日 審査請求
 
 
（２）全国立大学の特許出願の状況 
全国立大学が出願人となっている特許出願の状況について、公開特許公報の書誌に付されてい
る出願人や発明者、新規性喪失の例外適用申請26、国内優先権主張制度27の利用等について分析し、
国立大学の特許出願の全体像を俯瞰した。 
 
（３）特許出願が多い国立大学の特許出願の状況と特徴 
本調査では、国立大学全体の特許出願の分析に加えて、大学の知的財産本部の体制整備に関する
支援制度を利用したことがある大学で、かつ 2001 年度から 2006 年度の間に 300 件以上の特許出願を行
った（出願人となっている）12 大学を抽出し、共願の相手先について従業員数や資本金額、所在などに
ついて定量的な分析を行い、大学の特許出願の特徴を分類した。 
これらの 12 大学からの出願件数は、全国立大学からの出願の約 54%である。また全国立大学の中で
2001 年度から 2006 年度までに一度も大学名が出願人に入った特許出願の経験がない大学もあり、その
殆どは理工系学部を有さない大学であった。 
 
                                                  
25 大学が出願人となっている外国出願は、（独）科学技術振興機構（JST）の JST 特許支援制度
（http://ueno.jst.go.jp/pat/p_s_01boshu.html#vb355f58）を利用したものが多いと思われる。これらは JST が調査・
審議により出願を支援するかどうかの判断を行っているため、外国出願を行っているかどうか、外国出願でどの
様な管理を行っているかを分析することにより、大学の知的財産部のポテンシャルを計ることは難しいと考えた。 
26 特許庁長官が指定する学術団体の研究集会で文書をもって発表したこと等により新規性を失った場合であって
も、その日から６ヵ月以内であれば、新規性喪失の例外適用を申請することにより特許出願を認められる場合が
ある（特許法第 30 条関係）。 
27 自国の先の国内出願を基礎として自国の後の出願について優先権を主張できる制度。先の出願の発明が基本的
な発明である場合に、その後完成した改良・関連発明を取込み、包括的発明として特許出願することができる。
先の出願の後に、実施例を追加及び明細書の不備の訂正を行うことができる（特許法第 41、42、184 条関係）。 
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図表 1-3-2  本調査でケーススタディの対象とする 12 大学28。 
（括弧内は略称及び分析対象となった特許出願件数。） 
北海道大学（北大、463 件） 東北大学（東北大、978 件） 東京大学（東大、837 件） 
東京工業大学 
（東工大、793 件） 
信州大学（信州大、313 件） 名古屋大学（名大、434 件） 
名古屋工業大学 
（名古屋工業大、376 件） 
京都大学（京大、893 件） 大阪大学（阪大、751 件） 
広島大学（広島大、447 件） 山口大学（山口大、349 件） 九州大学（九大、358 件） 
                                                  
28 本調査でケーススタディの対象とする 12 大学は、知的財産本部の体制整備に関する種々の助成事業に採択されている。
例えば 2003 年度の大学知的財産本部整備事業（名古屋工業大を除く 11 大学が採択されている。名古屋工業大は、特色
ある知的財産管理・活用機能支援プログラムに採択されている。）、2005 年度のスーパー産学連携（東大、東工大、京大、
阪大の四大学が採択されている。）、2007 年度の国際的な産学官連携の推進体制（東北大、東大、東工大、名大、京大、
阪大、九大の七大学が採択されている。北大は、特色ある国際的な産学連携の推進機能プログラムに採択されている。）
等がある。 
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第２章 国立大学からの特許出願の状況 
第 1 節 出願人分析 
 
１．国立大学の特許出願の推移 
（１）国立大学が出願人となっている特許出願の出願人分析 
図表 2-1-1 に各年度に国立大学が出願人に入っている特許出願件数と出願人の構成の推移
を示す。全国立大の特許出願の件数は年々増加傾向にあり、特に 2003 年度 2004 年度にかけて大
幅に増加している。これは国立大学の法人化に伴い、大学での特許管理の一元化が進んだため
であると思われる。また 2004 年度以降も増加傾向にあるが、その増加率は年々小さくなっている。 
大学のみが出願人となっている単願は 2003 年度から 2004 年度にかけて顕著に増加しているが、
2006 年度には減少に転じている。一方、大学に加えて他機関も出願人となっている共願は、2003
年度から 2005 年度まで顕著な増加傾向にあり、2006 年度の増加率はやや小さくなったものの依
然として増加傾向にある。また大学を含み三者以上が出願人である特許出願も少しずつであるが
年々増加傾向にある。 
全出願に対する単願の割合は、2001 年度は 70%程度であったが、その後単調に減少し、2006
年度には約 40%となっている。単願と共願の割合は、2005 年度に逆転している。また大学を含み三
者以上が出願人である特許出願の割合も増加傾向にあるが、全体の約 10%とまだまだ少ない。 
大学は特許の実施を行う機関でないため、共願となっている特許の実施には、共願先もしくは
共願先になっていない企業による実施という 2 つの場合が考えられる。共願先企業による実施は、
共願の相手先企業と不実施補償契約を結んでいる場合を除き、共願先企業による実施は無償で
あることが多い。一方、共願となっている特許を共願先以外の他者にライセンスする場合は、共願
先の了承を得る必要があり、実際には他者へのライセンスは難しいと考えられる。こうしたことから、
他者にライセンスする場合は、単願でないと難しいといえよう。単願に比べて共願の割合が増えて
いるということは、特許出願につながる共同研究が増えたということだが、これはライセンスによる研
究成果の普及よりも共願先による実施を大学が選択するようになったともいえる。 
 
図表 2-1-1 国立大学の特許出願の推移（左）及び単願と共願の割合（右） 
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（２）12 大学が出願人となっている特許出願の出願人分析 
図表 2-1-2 に、調査対象とする 12 大学からの特許出願件数の経年変化を示す。全出願に関し
ては、全ての大学で 2003 年度から 2004 年度の特許出願件数は顕著に増加している。しかしなが
ら、幾つかの大学においては 2005 年度もしくは 2006 年度に減少傾向となっている。 
出願人の内訳をみると、殆どの大学で単願は減少もしくは緩やかな増加傾向にあるが、共願は
増加傾向にある。このことから 2005～2006 年度の間に、各大学での発明の取扱いや出願に対す
る考え方が大きく変化したと推測される29。 
 
図表 2-1-2  調査対象とする 12 大学からの特許出願件数の経年変化 （○は全出願、▲は単願、●は共願） 
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2003-2004 年度においては、12 大学全てにおいて特許出願数が増加しているが、2005 年度以
降は、そのまま増加傾向にある大学と飽和する傾向にある大学、減少している大学に分かれてい
る。 
2005 年度以降の特許出願数 大学名 
増加 東大、信州大、阪大、広島大、山口大、九大 
増加しているが増加率が小さくな
っている、もしくは変化が小さい 
東北大、名古屋工業大、京大 
減少 北大、東工大、名大 
 
 図表2-1-3に、調査対象とする12大学の2004年度から2005年度（上）及び2005年度から2006
年度（下）の特許出願件数の変化を示す。横軸が単願件数の変化で、縦軸が共願件数の変化で
ある。一点鎖線で示す 1 の線は、前年からの出願件数の変化が無いことを意味する。 
 単願の経年変化をみると、増加している大学と減少している大学に大きく二分されるが、2005 年
                                                  
29 2004 年 6 月時点では、大学知的財産本部整備事業に選定された 43 機関のうち 40 機関は職務発明規定を整
備している。また 35 機関に関しては知的財産ポリシーも整備している。（総合科学技術会議 知的財産戦略専門調
査会 （第 21 回、2005 年 1 月）の資料 4（http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/ip/haihu21/siryo4.pdf）より）。 
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度から 2006 年度の出願数が増加している大学も 2004 年度から 2005 年度に比べ 4 大学減少して
いる。また増加率は全体的に減少する傾向にあり、殆どの大学では、共願により注力しているもの
と考えられる。 
 共願については、2004 年度から 2005 年度は、12 大学全てにおいて増加傾向にあり、最も増加
率が大きい大学においては前年比 3 倍も増加している大学があった。2005 年度から 2006 年度に
おいても東工大、名大、山口大学が僅かに減少傾向にあるものの他の 9 大学は増加傾向にあった。
増加傾向にある大学においても、その増加率は前年比 1.5 倍未満であり、共願による特許出願件
数の増加もいずれ飽和すると思われる。 
 
図表 2-1-3  調査対象とする 12 大学の特許出願件数の変化 
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 単願及び共願の変化の値が 1 を境に、12 大学は A～D の四つに分類される。2004 年度から
2005 年度は、単願の増減だけで二分されるが、2005 年度から 2006 年度は細分化されている。大
学ごとに作成された知的財産ポリシーなどの制度が機能し始めていると思われる。 
 
 単願 共願 200４年度から 200５年度 2005 年度から 2006 年度 
A 増加 増加 北大、東大、東工大、名大、名古屋
工業大、京大、阪大、九大 （８大学）
阪大、広島大、九大（3 大学） 
B 増加 減少  山口大（1 大学） 
C 減少 増加 東北大、信州大、広島大、山口大（4
大学） 
北大、東北大、東大、信州大、名古
屋工業大、京大（6 大学） 
D 減少 減少  東工大、名大（2 大学） 
 
大学名 職務発明規定の制定 知的財産ポリシー等の制定 
北大 2004 年 4 月 1 日（施行） 利益相反マネジメントポリシー2004 年 11 月 5 日（承
認） 
東北大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産管理実施細則 2006 年 9 月 1 日（施行） 
東大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産ポリシー2004 年 2 月 17 日 
東工大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産ポリシー2004 年 2 月 6 日（評議会決定） 
信大 2004 年 4 月 1 日（施行） 職務発明補償細則 2005 年 3 月 31 日（施行） 
産学連携利益相反マネジメント規定 2006 年 4 月 1 日
（施行） 
名大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
名工大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
京大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産ポリシー2003 年 12 月 24 日 
阪大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
広大 2004 年 4 月 1 日（施行） 技術移転細則 2004 年 7 月 21 日（施行） 
山大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
九大  知的財産ポリシー2004 年 3 月 19 日（承認） 
利益相反ポリシー2004 年 3 月 19 日（承認） 
知的財産取扱規則 2004 年 4 月 1 日（施行） 
研究ライセンスポリシー、リサーチツールに関するライ
センスポリシー2008 年 1 月 31 日（施行） 
 
 調査対象とした 2001 年度から 2003 年度における国立大学からの特許出願は、国立大学の法人
化までは、特許法の 107 条及び 195 条より出願及び審査請求料、特許料が免除されていた。また
国立大学の法人化以後 2004 年度から 2006 年度は、産業技術力強化法30附則第 3 条により出願
及び審査請求料、特許料が免除されていた31。つまり特許出願件数の増減は、特許出願に係る出
                                                  
30 http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H12/H12HO044.html 
31 2004 年度から 2006 年度に国立大学及び大学共同利用機関法人、（独）国立高等専門学校機構からの特許出
願については、出願費用及び審査請求料等が免除されていた。また 2007 年度以降の特許出願については、審査
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願費用ではなく、他の要素によるものが大きいと考えられる。また国立大学全体としては、2004、
2005、2006年の発明届出数32はそれぞれ6968、7748、7796件と緩やかに増加傾向にある。また発
明届出あたりの国内特許出願33の割合も 0.40、0.51、0.53 と僅かではあるが増加している。このこと
から出願件数の増減は、各大学の考え・個別の事情によるものだと思われる。 
 本調査で対象とした 12 大学は、文部科学省の大学知的財産本部整備事業もしくは特色ある知
的財産管理・活用機能支援プログラムに採択されている。また文部科学省や（独）科学技術振興機
構（JST）、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）などからのコーディネータ受入もあ
る。体制整備や人材面での問題のため出願数が減少したとは考えにくい。各大学において、大学
の産学連携（活動）における特許の位置付けや知財戦略の変化があったためと推測される。 
 
                                                                                                                                                  
請求料及び特許料第 1～3 年分が半額軽減されている（産業技術力強化法第 17 条）。 
32 文部科学省「産学連携実施状況調査」（平成 16-18 年度）の各年度の調査結果より。
http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/sangakub/07083106.htm 
33 公開特許公報の書誌に国立大学名が入っているもののうち出願年度が 2004～2006 年になっているもの。（我が
国を指定国にしている場合も PCT 出願は除いた。） 
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（３）12 大学が出願人となっている特許出願の出願人の人数の分布 
 
 図表 2-1-4 に、調査対象とする 12 大学から出願された特許の出願人の人数の分布を示す。12
大学からの特許出願は、出願人が 1 人もしくは 2 人によるものが多い。出願人の人数が増加するに
従い、その出願人数での特許出願件数は減少する傾向にあり、4 者以上による特許出願は殆どな
い。京大においても、出願人の増加に伴い特許出願件数は減少傾向にあるが、6 者による特許出
願が全体の約 10％ある。これは京大と企業五社（日本電信電話（株）、パイオニア（株）、（株）日立
製作所、三菱化学（株）、ローム（株））の包括的産学融合アライアンス34による研究成果を基にした
特許出願である。 
 
図表 2-1-4  調査対象とする 12 大学からの特許出願の出願人の分布 
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 特許を受ける権利は出願人にあるが、共願の様に複数が権利を有する場合、民法の共有の概念
に従って取扱われる。出願の際に持分比率を記載することになっているが、この持分は出願した特
許の共願者以外へのライセンスや譲渡に際して適用されるものであり、自身や共願者が実施する
場合は適用されない。共願特許を他者にライセンス等する場合は、共願人の了承が必要であり、
その了承を得ることは難しいため、結果としてライセンスすることは難しいと思われる35。大学は実施
機関ではないため、共願特許の実施においてのメリットは少なく、共願のメリットの殆どは研究費の
確保など研究活動の推進にあると思われる。不実施補償などにより共同研究の契約の時点で部分
                                                  
34 http://www.iic.kyoto-u.ac.jp/yugo/alliance/index.html 及び澤田芳郎、大学モデルの衝突と産学連携、高等教
育研究、第 9 集、2006 年、pp.41-59. 京大を除く 11 大学ではアライアンス型の大型共同研究プロジェクトを実施し
ている大学もあるが、アライアンスに参加する複数企業全てが出願人となっている特許出願は見あたらなかった。 
35不実施補償についての説明 
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的な独占ライセンスを大学に認めるという場合もあるが、他者へのライセンス等により特許収入を得
るためには、一般的には単願であるべきである。 
 つまり、単願と共願のどちらを重視しているかということは、特許収入と研究活動の推進のどちら
により力点をおいているか、ということをざっくりと分類することになる。12 大学を「単願が最も多い大
学」、「単願と共願（2 人）の割合が同程度の大学」、「共願（2 人）が最も多い大学」に分類すると、単
願が最も多い大学は広島大と山口大の 2 大学のみであり、殆どの大学は共願に力点をおく方向に
ある。 
 
発明者の数 大学名 
1 者（単独発明）が最も多い 広島大、山口大 
単独発明と 2 者による共同発明の
割合が同程度 
北大、東工大、名大、名古屋工業大、京大 
2 者による共同発明が最も多い 東北大、東大、信州大、阪大、九大 
 
 
 共願における大学側の主なメリット 
出願 出願費用等の確保 
 先行文献調査（特許の）、明細書の作成 
 出願後の補正や優先権制度の利用、出願の分割、拒絶査定への対応 
研究 研究費の確保 
 発明者（外部研究人材、知見）の確保 
 共願における大学側の主なデメリット 
特許収入 実施機関ではないため、他者へのライセンス等による特許料収入を得ることが難し
い 
 
 
図表 2-1-5 に、調査対象とした 12 大学の特許出願の単願と共願の割合を示す36。点線は全国
立大学の平均である。12 大学は、共願率の大きさによって、全国平均よりも高いグループ（九大、
阪大、東大、京大、信州大）、ほぼ同じであるグループ（名大、北大、東工大、名古屋工業大）、小
さいグループ（広島大、山口大）に分類される。 
広島大学と山口大学を除く 10 大学の共願率は、全国平均よりも大きい。特に九州大学は、共願
の割合が 73.2%と著しく大きい。一方、広島大と山口大は単願による特許出願の割合が大きいが、
広島大は、2005年度及び2006年度は単願よりも共願の割合が多くなっている（図表2-1-2）。特許
出願件数が多い大学では、共願による特許出願がより主流になっていると考えられる。大学が出願
人に入っている共願は、共同研究や受託研究に基づくものであるため、共願の割合が大きいという
ことは、「特許出願に至った共同研究や受託研究の割合が大きい」ということを意味している。 
山口大学は、単願の割合が、69.1%と 12 大学の中では著しく大きく、また本調査の対象期間であ
る 2001 年度から 2006 年度の間全てにおいて、共願よりも単願の割合が大きい（図表 2-1-2）。これ
は、特許出願につながった共同研究や受託研究が少ない、もしくは他者へのライセンスを考えて
                                                  
36単願の割合に共願の割合を加えたものは 100(%)となり、傾きが-1 の一次直線上にプロットされる（共願の割合(%) = 
100 – 単願の割合 (%)）。 
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大学の知的財産本部が単願を重視しているのかもしれない。 
 
図表 2-1-5  12 各大学の全出願における単願と共願の比率 
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出願形態 大学名 
共願が多い大学（6 大学） 東北大、東大、信州大、京大、阪大、九大 
単願と共願が同程度の大学（4 大学） 北大、東工大、名大、名古屋工業大 
単願が多い大学（2 大学） 広島大、山口大 
 
２．共同出願37の相手先 
1992 年の（社）発明協会のアンケート調査38によると公的研究機関（国立大学、国立研究機関、
公立研究機関、公益法人、高等専門学校）の共同出願の相手先として、民間企業、特殊法人、財
団法人、公立試験研究機関、国立大学、県立短期大学、組合中央会、国立試験研究所が挙げら
れている。１．で上述したとおり大学の共同出願の割合は増加傾向にあり、その相手先も多様化し
ていると思われる。ここでは、調査対象とした 12 大学の共願の相手先について分析結果を示す。 
図表 2-1-6 に、各大学の共願の相手先を示す。相手先としては個人、公的機関（国、自治体、
企業団）、公的研究機関（国研、独法、大学共同利用機関法人、大学）、特殊法人（公団、財団法
人、社団法人、社会福祉法人、特定非営利法人）、民間企業（株式会社、有限会社、合同会社、
                                                  
37 出願人が複数である場合は、共同発明である場合と特許を受ける権利の一部移転等による場合の二つがある。
前者の場合、特許を受ける権利は、発明者全員の共有となるため単なる管理者又は補助者等は、発明者としての
地位を有しない。つまり発明者であるかどうかが、出願人であるかどうかと強い関係がある。大学が出願人になって
いる特許出願の場合、その多くは大学の研究者の発明を基にするものであるため、法人化以後は（殆どの大学で
は）職務発明として取り扱われるため、特許を受ける権利を大学等及び出願人に委譲している。特許を受ける権利
は財産権であるため、共有に係るものは原則として民法の共有に関する規定が適用される（民法 249 条等）。 
38 官民共有特許管理ガイド、発明協会研究所編、1993 年 
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合資会社）、その他（協同組合、協会、外国企業等）と、非常に多様化している。しかしながら各大
学の最も多い共願の相手先は企業（66～92％）である。これは、大学は特許を実施する機関では
ないため、発明を実施する能力がある機関との共同研究が多いためである。共願の相手先に企業
が少ない大学は、独立行政法人や他大学、財団法人との共願の割合が高い。 
 
図表 2-1-6  12 大学の共願の相手先 
50% 60% 70% 80% 90% 100%
九大
山大
広大
阪大
京大
名工大
名大
信大
東工大
東大
東北大
北大
株式会社 有限、合同、合資、 大学等 その他
 
 
図表 2-1-7 に、12 大学の株式会社との共願の状況を示す。共願の相手先となっている株式会
社の従業員数及び資本金額は、帝国データバンクや東京商工リサーチの企業情報データベース
より入手した。株式会社との共願のうち 87.4%は資本金額が 1 億円以上の大企業とのものである。ま
た、従業員数が 100 人以上の企業との共願は 87.1%もある。また共願の相手先が株式会社の場合、
共願特許の約 65%は株式を公開（東証一部、東証二部、大証一部、大証二部、名証二部、福証、
東証マザーズ、JASDAQ、ヘラクレスに）している企業とのものであった。 
12 大学の株式会社との共願は、その大半が大企業とのものであることが分かった。 
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図表 2-1-7  12 大学の株式会社との共願を株式会社の資本金額（上）と従業員数（下）で分類したもの39 
 
0.1 12.4 9.4 13.6 37.4 27.0
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
1000万以下 1000万以上1億未満 1億以上10億未満 10億以上100億未満 100億以上1000億未満 1000億以上
 
87.4%
 
3.5 9.3 18.7 46.3 22.1
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
10人以下 10人以上100人未満 100人以上1,000人未満 1,000人以上10,000人未満 10,000人以上
 
87.1%
 
３．共同出願人の地理的分析 
（１）出願人住所の分布 
図表 2-1-8 に各大学の共願特許の出願人の住所の分布を示す。大学が出願人となっている場
合は大学の住所は除いた。学内のインキュベーション施設を利用している大学発ベンチャーなど
が出願人になっている場合は、大学の住所も含めている。共願の相手先の住所は、大学が所在す
る都道府県内と大都市に集中するが、東大と東工大を除く 10 大学は、「出願人の数が東京よりも
大学が所在する府県に多い大学」、「出願人の数が大学が所在する道府県と東京でほぼ同じ大
学」、「出願人の数が大学が所在する府県よりも東京に多い大学」の三つに大きく分類される。 
 
                                                  
39従業員数規模及び資本金階級は総務省の平成 18 年度事業所・企業統計調査の分類を参考にした。
http://www.stat.go.jp/data/jigyou/2006/kakuhou/gaiyou/gaiyou.htm 
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図表 2-1-8  各大学の共願特許の出願人住所の分布 
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次に、本調査で対象とした12大学の立地する都道府県内（以下「県内」という。）の機関との共願
率と大学が立地する県内を除く区域内 40（以下「区域内」という。）の機関、さらに東京都内に立地
する機関との共願率の高さの関係について分析結果を示す。 
その結果、まずは、図表 2-1-9 に示すとおり、本調査で対象とした 12 大学は、大学の立地する
県内の機関との共願率と区域内の機関との共願率の高さから 4 つに分類された。東大と東工大は
東京都内及びその周囲に共同研究の相手先となる機関が集積しているため都内及びその周囲の
機関との共願が多い、と思われる。名古屋工業大と広島大は県内の機関との共願が多いが、区域
内の機関との共願は少ない。一方、京大と阪大、山口大の 3 大学は県内の共願率は低いが区域
内の機関との共願は多い。これは、共同研究が区域内で広域化しているためと考えられる。また、
東北大、名大、九大の 3 大学は県内及び区域内の機関との共願が少ない。 
次に大学の立地する県内の機関と東京都内に立地する機関との共願の関係をみると、県内及
び区域内の機関との共願が少なかった東北大と九大に加えて、県内の機関との共願が少なかった
京大は、東京都内の機関との共願の割合が高くなっている事が分かる（図表 2-1-10）。これらの 3
大学は、大学の周囲に共同研究先となる機関が少ない、もしくは東京都内にある機関から共同研
究先に選ばれるような研究者がおおいため、この様な結果になっていると考えられる。 
 
図表 2-1-9 共願特許の出願人の県内率と区域内率41 図表 2-1-10 共願特許の出願人の県内率と東京都内率 
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県内率：大学と同一県内にある機関が出願人となっている割合 
区域内率：大学がある県内を除き、大学と同一区域内にある機関が出願人となっている割合 
東京都内率：東京にある機関が出願人となっている割合 
 
 
 
                                                  
40 本調査の管轄区域とは、経済産業省の各経済産業局の管轄地域とした。
http://www.meti.go.jp/network/data/b100001j.html 
北海道の場合、同一域内に所在する都道府県は北海道のみであるため都道府県内率と域内率は同じ値になる。 
41本調査の区域内とは、経済産業省の各経済産業局の管轄地域とした。北海道は区域内に他都道府県がない
ため、区域内の共願率は 0%とした。信州大学は東京都と同じ区域内にあるため、出願人の区域内率が他の
大学よりも高い。図中の点線は、12 大学の平均である。 
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県内率と域内率の平均値を境に、12 大学は、以下の様に分類される。 
共願人の住所 
 
同一都道府県内 区域内 
大学 重視する場所 
A 多い 多い 東大、東工大、信州大 
都道府県内及び管轄
区域内 
B 多い 少ない 名大、名古屋工業大、広島大 都道府県内 
C 少ない 多い 京大、阪大、山口大 管轄区域内 
D 少ない 少ない 北大、東北大、九大 管轄区域内外 
 
 区域内にある大
学 
区域内にある都道府県 
（◎は本調査で対象とした 12 大学がある都道府県） 
北海道 北大 ◎北海道（一道） 
東北 東北大 青森、岩手、秋田、◎宮城、山形、福島（六県） 
関東 東大、東工大、
信州大 
新潟、茨城、栃木、群馬、千葉、埼玉、◎東京、神奈川、山梨、◎長
野、静岡（一都十県） 
中部 名大、名古屋工
業大 
富山、石川、岐阜、◎愛知、三重（五県） 
近畿 京大、阪大 福井、滋賀、◎京都、◎大阪、奈良、和歌山、兵庫（二府五県） 
中国 広島大、山口大 鳥取、島根、岡山、◎広島、◎山口（五県） 
九州 九大 ◎福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島（七県） 
 
 
 また各大学が重視する地域を考慮すると以下の様に分類される。 
 
県内重視 
県内及び区域内
重視 
区域内重視 区域外重視 
出願人の数が東
京よりも大学が所
在する府県に多
い大学 
名古屋工業大  阪大  
出願人の数が大
学が所在する道
府県と東京でほ
ぼ同じ大学 
広島大 信州大 山口大 北大 
出願人の数が大
学が所在する府
県よりも東京に多
い大学 
名大  京大 東北大、九大 
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（２）各大学の共願率と都道府県内及び管轄区域内の経済規模の関係 
 上述したとおり大学の共願の相手先は企業が最も多く、また相手先の所在は大学のある県内、
区域内、区域外の三つに分かれる。共願は共同研究に基づくものであるため、都道府県内や管轄
区域内に共同研究の相手先となる企業がどの程度あるかと強く関係すると思われる。ここでは、都
道府県内や管轄区域内の企業数の代理指標として国内総生産におけるそれぞれの総生産の割
合を用いた分析結果を示す。 
図表 2-1-11 に、各大学が所在する都道府県及び管轄区域内の総生産42に対する大学の共願
の出願人の管轄区域内率と都道府県内率を示す。図中の点線は、赤点線丸と青点線丸の中にあ
る大学を除き最小二乗法でフィッテイングしたものである。この点線よりも上にある大学は、管轄区
域内もしくは都道府県内の資源をうまく活用し、管轄区域内や都道府県内の機関との共願が多い
ということを示している。一方、点線よりも下にある大学は、管轄区域内もしくは都道府県内の資源
を活かしきれていない、もしくは共願の相手先となる機関が少ないということを示している。 
 
図表 2-1-11  12 大学のある都道府県の総生産に対する共願の出願人の管轄区域内率（左） 
及び都道府県内率（右） 
y = 1.3849x + 21.342
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地域の総生産から考
えられる地域との共
願率 
管轄区域内の総生産/国内総生産 都道府県内の総生産/国内総生産
高い 名古屋工業大、広島大、山口大 名古屋工業大、広島大、信州大 
平均的 北大、東大、東工大、信州大、名
大、阪大 
北大、東大、東工大、名大、阪大、
山口大 
低い 東北大、京大、九大 東北大、京大、九大 
 
地域や都道府県内の総生産を考慮すると、各大学の共願の考え方がより特徴づけられる。信州
大は県内及び管轄区域内を重視しているが、県内の総生産に対する割合も高いことから、県内の
                                                  
42 都道府県内の県民総生産は、内閣府経済社会総合研究所の平成 18 年度県民経済計算の経済活動別県内総
生産（名目）の値を使用した。また、域内の総生産は、経済産業省の各経済産業局の管轄地域の各都府県の積算
値とした。http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/kenmin/h18/main.html 
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資源（ポテンシャル）も活かした上で、管轄区域内で連携していると言える。また山口大は県内のポ
テンシャルの活用は平均的であるが、管轄区域内の資源を活用することにより共願している。管轄
区域内や大学がある都道府県内との共願の割合が低い東北大、京大、九大のうち東北大は、県
内及び管轄区域内の総生産が低いことから、大学の周囲に共同研究の相手先となる機関が少な
いため、地域との共願が低いのかもしれない。また九大は、管轄区域内や都道府県内の総生産が
ある程度高いことから、大学の周囲に共願先が少ないとは考えにくい。東北大と京大、九大の三大
学は、管轄区域内に共同研究の相手先となる企業が少ないため戦略的に首都圏の企業との共同
研究を行っていると考えられる。 
 
国内総生産に占める区域内総生産の割合から推算される共願率  
高い 平均的 低い 
県内重視 名古屋工業大、広島大 名大  
県内及び区域内重
視 
 信州大  
区域内重視 山口大 阪大 京大 
区域外連携重視  北大 東北大、九大 
 
 
国内総生産に占める都道府県の総生産の割合から推算される共願率  
高い 平均的 低い 
県内重視 名古屋工業大、広島大 名大  
県内及び区域内重
視 
信州大   
区域内重視  阪大、山口大 京大 
区域外連携重視  北大 東北大、九大 
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第２節 発明者43分析 
 大学が関係する特許出願は、大学の研究成果に基づくものであり、特許出願の発明者の
人数は研究の規模とも関係する。本節では、国立大学が出願人となっている全特許出願の
発明者数及び 12大学の発明者数を調べることにより特許出願につながった発明の研究規模
を明らかにする。 
 
１．発明者の人数 
（１）国立大学が出願人となっている特許出願の発明者数 
特許は、一人の発明によるものだけでなく、2 者以上で共同して発明を完成させる場合（共同発
明44）がある。本節では、特許の発明者分析の結果を示す。図表 2-2-1 に発明者の数に対してそ
の発明者数による特許出願数を示す。全特許出願で最も発明者数が多い特許出願は 3 人による
ものであるが、この傾向は単願と共願で大きく異なる。単願の場合は、2 人の発明者、共願の場合
は、3 人もしくは 4 人の発明者によるものが多いことが分かる。また発明者数が 6 人以上の特許出
願の殆どは共願によるものである。ここで、発明者の人数を特許出願に至った研究に携わった人
数の代理指標と考えると、単願よりも共願の方が研究の人的規模が大きいということになる。これは、
共願の場合、大学内の者に加えて、共願の相手先の者も発明者となっている場合があるためと考
えられる。 
 
図表 2-2-1  各発明者数での特許出願の分布 
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43 産業上利用することができる発明をした者（特許法 29 条第 1 項）。発明者の権利として、特許を受ける権利と発
明者名誉権（特許出願の願書、特許公開公報、特許証に発明者として氏名が記載される）の二つがある。 
44 発明を 2 人以上で共同して完成した場合は、特許を受ける権利は共有となり、特許を受ける権利が共有に係ると
きは、各共有者は他の共有者と共同でなければ特許出願をすることができない（特許法 38 条）。 
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出願形体 最も多い発明者数 
単願 2 者（32%） 全単願のうち 1～3 者による出願が 81% 
共願 3,4 者（49%） 全共願のうち 2～4 者による出願が 81% 
 
図表 2-2-2  各発明者数での単願及び共願の割合 
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全出願における単独出願の発明者の割合は、発明者が1者の場合が最も多く、8者以上の発明
者により出願された特許の割合は約 10%であった（図表 2-2-2）。発明者が 3 者以上の出願におい
ては、単願よりも共願の方が多く、6 者以上の発明者により出願される特許の 8 割以上は共同出願
によるものであった。 
全出願に対する共願の共同発明者の割合は年度とともに増加傾向にあった。これは共同
出願先や学生といった共同研究者が増えたためと思われる。しかし発明者が一者の出願の
割合は殆ど変わらない。発明者が１者の共願特許は、同一人物によるものが多い。これは、
発明者の研究スタイルや特許に関する考え方に依存していると思われる。（2001-2006 年度
の間に、共願で発明者が１者の特許は 265 件出願されているが、そのうち複数出願した発
明者は 35 者で、127 件出願されていた。また単願で発明者が１者の特許は 2468 件出願さ
れているが、そのうち複数出願した発明者からは 1352 件出願されていた。また単独出願で
発明者が１者の場合の発明者の中には、共同出願の場合も発明者１者で出願していた場合
もあった。 
 
（２）12 大学が出願人となっている特許出願の発明者数 
図表 2-2-3 に、各大学が出願人となっている特許出願の発明者の分布を示す。発明者が 9 者と
いう特許出願もあるが、7 者以上による共同発明は少数であるので、ここでは 1～6 者による特許出
願の分布を示す。 
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全ての大学において共願の発明者数は単願よりも多い。これは単願よりも共願の方が研究規模
が大きいことを意味している。 
前節の出願人分析で示したように広島大と山口大は単願重視の大学であるが、広島大は発明
者が 2 者の出願が最も多く、山大は 1 者によるものが多い。山口大は教員のみによる単独発明が
多く、広島大は教員二人もしくは教員と学生や研究員との共同発明によるものが多い。 
また全ての大学において、共願の発明者数は、単願よりも数名多い。これは共同研究先の相手
先の者や学内の研究グループの者などが発明者となっていると考えられ、研究規模が単願よりも
大きいことを意味している。 
広島大と山口大を除く 10 大学は共願重視であるが、共願の発明者の分布は大学ごとに異なる。
発明者の人数は、発明に携わった研究者数（研究の規模）とも言えるが、大学の規模との明確な相
関はない。つまり大学ごとに発明者の捉え方や特許出願につながる研究規模が異なることを意味
している。 
また山口大は単願では発明者が一人の出願が最も多いが、共願では 4 者によるものが最も多く、
発明者数が多いグループにある。つまり、単願と共願で、特許出願に至った研究にどの程度携わ
ったものを発明者とするのか、という考え方が大きく異なるのかもしれない。 
 
図表 2-2-3  各大学が出願人となっている特許出願の発明者数の分布 
 
 
発明者数 単願 共願 
1（単独発明） 信州大、山口大   
2 東北大、東工大、名大、名古屋工業
大、京大、阪大、広島大 
 
3 東大 信州大、阪大、広島大 
3～4 北大 北大、京大 
3～5  東大 
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4  東北大、東工大、名大、名古屋工業
大、山口大、九大 
 
12 大学の単願と共願の発明者数の関係を見ると、図表 2-2-4 に示すとおり、12 大学全てにおい
て、共願の発明者数の平均は単願の発明者数の平均よりも 1.3～1.8 人ほど多くなっていることが
分かる。また殆どの大学において、単願の発明者数の平均が高い大学ほど共願の発明者数の平
均も高くなっている。つまり単願の研究（の人的）規模が大きい大学ほど共願でも研究（の人的）規
模が大きいといえる45。しかしながら、ここでの分析では、発明者数の平均と大学の規模との間には
明確な関係性はみられなかった。大学によって特許出願が多い分野が異なり、分野によっては発
明者の数も大きく異なると考えられる。同分野の特許出願のみで分析すると大学の規模には相関
がある可能性は否定できない。 
 
図表 2-2-4   12 大学の単願と共願の発明者数の関係 
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（３）発明者数と出願人数の関係 
図表 2-2-5 に各大学の共願の発明者数と出願人数の関係を示す。12 大学の共願の発明者数
は、3.9～4.5 者程度と幅広い。発明者数は、3.9～4.0 者、4.1～4.3 者、4.4 者以上の三グループに
分かれる。信州大と山口大が最も発明者が少ないグループに属するが、その他の10大学に関して
は、大学の規模と発明者数には明確な相関は見られなかった。 
 共願の出願人の人数は、京大を除く11大学は2.2～2.4者の間であり、大学の規模との相関は見
られなかった。共願の殆どが 2 者とのものであり、大規模大学であっても複数の機関との共願が少
                                                  
45 発明者数の平均が小さい大学は、研究（の人的規模）が小さいということを意味するが、研究を少人数
で行い、その成果を効率よく特許出願につなげている、ともいえる。 
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ないと思われる。京大は共願の出願人の人数の平均が約3人と、他大学に比べて著しく多い。これ
は前述したとおり、京大と 5 社の異業種アライアンスによる特許出願によるものである。京大の異業
種アライアンスによる特許出願の場合、発明者が 1 者であっても必ず京大と 5 社つまり出願人が 6
人になっている。 
 
図表 2-2-5  各大学の共願の発明者数と出願人数の関係 
2.1
2.2
2.3
2.4
2.5
2.6
2.7
2.8
2.9
3
3.1
3.8 3.9 4 4.1 4.2 4.3 4.4 4.5
共願の発明者の平均（人/件）
共
願
の
出
願
人
の
人
数
（人
／
件
）
信大 山大 東工大
名工大
北大
名大
東大
京大
広大
九大
阪大 東北大
包括的産学融合
アライアンス
共
願
の
出
願
人
の
人
数
（人
／
件
）
 
 
 
34 
 
２．発明者の住所を用いた分析 
図表 2-2-6 に、各大学が出願人に入っている全特許出願の発明者の住所46の分布を示す。大学
の共願特許の発明者は、大学の教職員や学生に加えて共同発明者として他機関の研究者等も名
前を連ねていると考えられる。 
 
図表 2-2-6  各大学が出願人となっている特許出願の発明者数の分布47 
 
 
殆どの大学の特許出願の発明者の都道府県内率と管轄区域内率の割合は同じであるが、首都
圏にある東京大学と東京工業大学に関しては都道府県内率よりも管轄区域内率が著しく大きい。
これは共同発明者の機関が近隣県に多く、交通事情もよいためと推測される。また東北大学と九
州大学の発明者の県内率及び管轄区域内率は、上述した共同出願人と同様に他大学に比べて
著しく小さい。 
図表 2-2-7 に 12 大学が出願人となっている特許出願の全発明者の地理的分布を示す。出願人
の地理的分析とは異なり大学関係者を取り除くことが難しいため、大学がある都道府県とその周囲
に発明者が集積している。しかしながら域外にも発明者が分布しており、大学が域外の研究人材も
活用して特許出願を行っていることが分かる。 
 
                                                  
46 発明者の住所や出願人の住所と異なり、所属機関による分類が難しいため、全ての出願人の住所を分析に用い
た。 
47 東工大は、キャンパスが東京都と神奈川県に分かれるため、発明者もその周囲に分散していると思われる。そこ
で発明者の住所を全て東京都したものを東工大 1 とし、東京に加えて神奈川県の住所も含めたものを東工大 2 とし
た。 
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図表 2-2-7  各大学が出願人となっている特許出願の発明者の住所の分布 
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第３章 知的財産に関係する部署の体制整備と権利意識 
第 1 節 新規性の喪失 
 一般的に、大学の研究者は、研究成果を学会や論文で報告することが多いが、その様な
学術的目的であっても新規性を喪失し、新規性喪失の例外適用を申請した場合でも、特許
出願において制約を受けたり、権利を一部喪失してしまう。本節では、新規性喪失の例外
適用の申請状況を把握することにより権利意識がどの様に変わったか、根付いているかを
分析する。 
 
１．新規性喪失の例外適用申請48 
（１）国立大学の状況 
学術団体での研究集会などでの発表により公知・公用に至った場合でも六ヶ月以内であれば、
新規性喪失の例外適用を申請することにより特許出願を認められる場合がある。しかしながら、「本
人の出願前に他人の出願があった場合には特許の取得はできない」、「欧州特許庁など本制度に
相当する例外規定のない国・機関への特許出願では新規性を喪失する」、「米国に出願する場合
には、出願日からではなく公知日から一年以内となる」といった権利的な制限が大きくなるといった
問題がある。 
また特許出願日より 30 日以内に新規性喪失の例外証明書提出書と証明書を特許庁に提出する
必要があり、大学の知的財産部の負担・業務を大きくすることにつながると思われる。さらに、新規
性喪失の例外申請の利用は、「新規性喪失した場合においても特許出願できるので問題ない」と
いう誤解を研究者に与えてしまう可能性もある。  
そこで本項では、出願年度ごとの特許出願件数における新規性喪失の例外申請の利用率につ
いて分析する。 
図表3-1-1に国立大学は出願人となっている特許出願の新規性喪失の例外適用申請の推移を
示す。全出願における新規性喪失の例外申請を行っている割合は、2002 年度以降減少傾向にあ
り、2006 年度には 15%以下となっている。これは、単願における新規性喪失の例外申請が大きく減
少したためである（2006 年度は 2002 年度に比べ約 20%も減少している。）。大学の知的財産部によ
る啓発活動により研究者の特許出願に対する意識が向上したことや知的財産部や知財・産学連携
に携わるコーディネータと研究者とのコミュニケーションが活発になったこと（研究室で発明が発生
したことをいち早く把握できるようになっている）等が、その理由と思われる。 
一方、共願の新規性喪失の例外申請の割合は、10～15%でほぼ一定である。共願人の大多数
                                                  
48 発明が特許法 29 条 1 項（公知・公用など）に該当する場合に至った場合でも、一定条件下で、該当するに至ら
なかったものとみなされる場合がある（特許法 30 条）。これを新規性喪失の例外という。この制度は、本人によって
出願前に発表された論文等が公知例として拒絶の理由とされないという効果を持つ。しかし、本人の出願前に他人
の出願があった場合には特許の取得が不可能になり、また本制度に相当する例外規定のない欧州特許庁をはじ
めとした国・機関への特許出願では本人の論文発表等により新規性が喪失することになるので、適切な権利保護
のためには、論文等の発表の前に特許出願をしなければならない。30 条の適用を受けるためには、それらに該当
するに至った日から6ヶ月以内にその者が特許出願をする必要がある。その旨を記載した書面を特許出願と同時に
特許庁長官に提出し、かつ、その特許出願に係る発明が 30 条に規定する発明であることを証明する書面（新規性
喪失の例外証明書提出書）を特許出願の日から30 日以内に特許庁長官に提出する必要がある。 
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は企業であるため、主張できる権利の範囲が著しく制限される新規性喪失の例外を利用すること
は少ないと思われる。共願において新規性喪失の例外申請の割合が単願に比べ、大きく減少して
いないのは、研究者と共同研究先との十分なコミュニケーションが成立していない場合が一定程度
あることが考えられる。例えば、特許出願のタイミングに関する企業の意向と論文等発表のタイミン
グに関する研究者の意向との兼ね合いが難しいこともその理由の一つと考えられる。 
権利という点では、新規性喪失の申請は 0 であることが望ましく、2004 年度以降、国立大学は特
許出願を一元管理しているため、場合によっては、新規性を喪失したものに関しては出願しないと
いう大学もでてくるかもしれない。むやみに新規性を喪失しない（させない）ために、研究者の意識
向上や研究者と知的財産部のコミュニケーションがより重要になると思われる。 
 
図表 3-1-1  国立大学が出願人に入っている特許出願における新規性喪失の例外適用の推移 
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（２）12 大学の新規性喪失の例外申請の状況 
国立大学全体としては、新規性喪失の例外申請は減少する傾向にあるが、さらに 12 大学につ
いて詳細な分析を行う。図表 3-1-2 に 12 大学の新規性喪失の例外を申請した割合を示す。縦軸
が共願における割合で、横軸が単願における割合である。図中の点線は、全国立大学の各年度
の平均値である。全ての大学において単願よりも共願の方が新規性喪失の例外を申請した割合が
小さい。 
 東北大と名工大は 2004 年度より単願及び共願における新規性喪失の例外申請の割合が全国
立大学の平均よりも低く、国立大学の法人化の当初より研究者への啓発も含め体制整備が進んで
おり、年々さらに最適化されていると思われる。 
 また阪大と山口大に関しては、2004 年度は新規性喪失の例外申請の割合が全国平均よりも高か
ったが、その値は年々減少傾向にあり 2006 年度には全国平均よりも低くなっている。 
 一方、名大は、2004 年度より新規性喪失の例外適用は全国平均よりも高い。また北大と信州大
は、年々適用率が高くなっている。これらの大学では、知的財産部が研究者への啓発やコミュニケ
ーションに注力すべきであると思われる。 
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 図表 3-1-2  新規性喪失の例外申請の推移。上（2004 年度）、中（2005 年度）、下（2006 年度） 
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2004 年度より新規性喪失の例外適用の申請率が低い大学 東北大、名古屋工業大 
新規性喪失の例外適用の申請率が減少する傾向にある大学 阪大、山口大 
新規性喪失の例外適用の申請率が高くなる傾向にある大学 北大、信州大 
2004 年度より新規性喪失の例外適用の申請率が高い大学 名大 
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  200４年度 2005 年度 2006 年度 
A 東大、東工大、名大、阪大 北大、京大、名大、九大 北大、信州大、名大 
B 広島大 東大 東大、京大、九大 
C 北大、山口大 東工大、阪大 東工大、広島大 
D 東北大、信州大、名古屋工
業大、京大、九大 
東北大、信州大、名古屋工
業大、広島大、山口大 
東北大、名古屋工業大、阪
大、山口大 
 
2004 年度に対する 2006 年度の
新規性喪失の例外申請の割合の
差（％） 
単願 共願 
-10%以下 東工大、広島大、山口大 ---- 
-10%以上-5%未満 東北大、名古屋工業大 東大、阪大、山口大 
-5%以上 0%未満 東大、名大、阪大 北大、京大、九大 
0%以上 5%未満  東北大、東工大、名大、名
古屋工業大、広島大 
5%以上 10%未満 信州大、京大  
10%以上 北大、九大 信州大 
 
 
２．出願月による分析 
大学の発明が新規性を失う主な原因は、学会や論文による成果発表にあると思われ、新規性を
喪失しないためには、研究成果を公開する前に出願することが重要である。ここでは、研究者が新
規性を失わないためどの様な工夫を行っているかについて述べる。 
図表 3-1-3 に示す通り、全国立大からの特許出願は 3 月や 9 月周辺に集中している。2 月や 3
月に特許出願が集中しているのは、年度末の予算執行や報告のためが大きいと考えられる。特許
出願につながる研究に深く携わっている大学生や大学院生の卒業にあわせて特許出願が増えて
いるとも考えられるが、4 月の特許出願が多いというわけではないことから、その割合は少ないと思
われる。 
また 2004 年度以降は、8 月や 9 月に特許出願が集中しており、その傾向は年々顕著になってい
る。これは大学の研究者が参加する大規模な学会が秋期に多く、学会での公表前に特許出願を
行おうとしているのではないかと考えられる。またこの傾向は単願だけでなく共願でも同様であった。
これらから、発明者となっている研究者が、特許出願における新規性喪失について深く理解するよ
うになってきていると想定される。 
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図表 3-1-3  国立大学の特許出願件数を各年度の月に対してプロットしたもの 
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第２節 国内優先権 
 
特許出願後に出願内容を変更・補強することができれば、権利範囲の明確化や拡張する
ことにつながる。拒絶査定の回避や対応も可能になると思われる。我が国の特許制度では、
先願主義であるため、新規性や進歩性の基準日になる特許出願日の安易な変更は認められ
ないが、出願内容については制限的ではあるが一部変更することができる。本節では、特
許出願後の出願内容の変更手続きとして、国内優先権制度49を取り上げ、大学の利用状況に
ついて分析を行う。 
 
（１）国立大学からの特許出願における国内優先権制度（国内優先権主張出願）の利用状況 
特許を受けようとする者は、その特許出願に係る発明について、その者が特許を受ける権利を
有する特許出願であって先になされたもの（先の出願）の願書に添付した明細書、請求の範囲、図
面に記載された発明に基づいて優先権を主張することができる50。この制度の主旨は先の出願に
                                                  
49 自国の先の国内出願を基礎として自国の後の出願について優先権を主張することができる制度（特許法 41 条
第 1 項）。1985 年に導入された制度。先の出願の発明が基本的な発明である場合に、その後完成した改良・関連
発明を取込み、包括的な発明としてまとめて特許出願することができるという制度。つまり、特許出願（原出願）の後
に、実施例を追加したり明細書の不備を訂正することができる。国内優先権主張を伴う後の出願をすることで、特許
権の存続期間の終期を実質的に一年遅らせることが可能になるため、製品寿命の長い分野では頻繁に利用されて
いる。国内優先権を主張できる期間は、先の出願の日から 1 年以内でなければならない。また 2 以上の先の出願を
まとめて一つの特許出願として国内優先権主張出願をする場合は、先の出願の全てから 1 年以内でなければなら
ない。（国内優先権制度の活用ガイド～有効な権利取得のために～、（財）経済産業調査会、 創英知的財産研究
所編著、2007 年、及び特許法 第 11 版 青山紘一著、法学書院、2009 年、等 
50 特許法 41 条。優先権を主張できるのは、特許を受けようとする者であって先の出願の出願人である者である。た
だし後の出願が先の出願から一年以内にされた者でない場合、先の出願が分割もしくは変更出願である場合、先
の出願が後の出願の際に法規、取下げもしくは却下されている場合、先の出願について後の出願の際に査定また
は審決が確定している場合、または先の出願について後の特許出願の際に実用新案権の設定登録がされている
場合、は優先権の主張ができない。国内優先権制度を用いた出願の場合、優先権主張の基礎とされた先の出願
は、その出願の日から一年三ヶ月を経過したときに取り下げたものとみなされ、先の出願から十八ヶ月を経ても公開
されない。 
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より基本的な発明の出願を行った後に、後になした改良発明を補充して包括的に特許出願するこ
とにより、特許権の取得を可能にすることにある51。制度を利用するメリットとしては、明細書の完成
度を高めることが出来ることに加えて、権利化された場合、新規性・進歩性の特許要件については、
先の出願が基準になるため権利の存続期間が実質的に一年延長されるという権利面でのメリット
が大きい。 
国内優先権の利用状況を追跡するということは、特許出願後のメンテナンスができているかどう
か、出願人と発明者が異なる場合、そのコミュニケーションの大きさを計る指標の一つになると思わ
れる。例えば、日本国特許庁への内国人による国内優先権制度を利用した特許出願は 1995 年に
は約 5%であったが、その割合は年々増加する傾向にあり、2004 年度及び 2005 年度には約 10%と
なっている。 
国立大学からの特許出願においても、国内優先権制度を用いた特許出願件数は年度とともに
増加しており、特に 2004 年度から 2005 年度にかけての増加は著しい。2006 年度の国内優先権を
利用した特許出願の割合は、内国人によるものと殆ど変わらない。 
単願においては、2006 年度に国内優先権制度を利用した特許出願件数は若干減少しているが、
その年度の出願件数も減少しているため割合としては僅かに増加している。国立大学からの特許
出願の場合、国内優先権制度の利用が増加している背景には、先の出願以後も発明者の研究状
況が把握できていることがある。つまり、大学の知的財産部や産学連携に関係するコーディネータ
と発明者のコミュニケーションが密であり、先の出願後も発明者の研究の状況を把握することができ
ていると思われる。 
 
図表 3-2-1  国内優先権制度を利用した特許出願数の推移 
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51 特許庁・工業所有権法 153 頁 
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（２）12 大学からの特許出願における国内優先権制度の利用状況 
 
国立大学からの国内優先権制度を利用した特許出願 998 件のうち 579 件（58%）が本調査でケ
ーススタディの対象とした 12 大学からのものであった、12 大学以外の大学においても国内優先権
制度を利用できる体制整備がすすんでいるものと思われる。 
 図表 3-2-2 に 12 大学の優先権制度を利用した特許出願の状況を示す。殆どの大学で 2003 年
度より優先権制度を利用した特許出願が増加する傾向にある。 
 
図表 3-2-2  各国立大学の国内優先権制度を利用した特許出願の推移 （▲は単願、●は共願） 
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図表 3-2-3  各大学の国内優先権制度を利用した特許出願の割合 
（○は単願が多い大学、●は共願が多い大学） 
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該当する大学  国内優先権制度
を利用した単願
国内優先権制度
を利用した共願 単願が多い大学 共願が多い大学 
A 多い 多い ----- ----- 
B 多い 少ない 山口大 東大、名大 
C 少ない 多い 
----- 
北大、東北大、東工大、
信州大、阪大、京大 
D 少ない 少ない 広島大 名古屋工業大、九大 
 
第 2 章の第 1 節で述べたとおり、本調査で対象とした 12 大学のうち広島大と山口大を除く 10 大
学は単願よりも共願による特許出願が多い。この 10 大学の国内優先権制度の利用状況は、単願
では平均以上（2 大学）、共願では平均以上（6 大学）、単願及び共願共に平均以下（2 大学）の 3
グループに分かれている。 
単願での国内優先権制度の利用割合が高いということは、大学の知財部が、特許の共有の問
題や共同研究の発展性、共同研究先の規模などを考慮して、（大学が行う特許出願後のフォロー
アップは）共願よりも単願に注力した方がよいという判断しているためと考えられる。 
共願での国内優先権制度の利用割合が高いということは、単願に比べ研究者と知財部のコミュ
ニケーションが密であり、相手先に国内優先権制度を利用するという文化があるためと思われる。  
国内優先権制度を利用する割合が低い大学は、出願後の補強に必要な知財部と研究者のコミ
ュニケーションが希薄であるとも取れるが、補強の必要が無いほどの充実した明細書を作成する能
力がある大学ともいえる。 
また単願による特許出願の割合が高い広島大と山口大は、国内優先権の利用状況では、広島
大は単願共願共に低いが、山口大は単願での割合が高い。
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 第４章 考察 
（１）大学の知的財産本部が十分な機能を発揮できるようになり、研究者の特許出願への
理解が深まっている                     
国立大学の新規性喪失の例外適用を申請した特許出願の割合が年々減少傾向にあるとい
うことは大学の知的財産本部による啓発活動により、研究者の特許出願に関する理解が深
まったためと考えられる。今後、研究者の特許出願における理解が深まるにつれ、共願だ
けでなく単願においても新規性喪失の例外申請を行った特許出願の割合も減少するかもし
れない。 
また、出願した特許を補強する国内優先権主張制度を利用した特許出願の割合は、2004
年度以降急激に増加し、2006 年度にはその年の全出願の約 10%になっており、日本国全体
の割合と殆ど変わらない。国内優先権主張制度については、大学の知的財産本部が、当該
特許の発明者と緊密なコミュニケーションを取り、その後の研究成果を特許出願につなげ
るための必要な（より踏み込んだ）指導・助言を行うという機能を果たすようになってい
ると考えられる。今後もこの体制（機能）を維持・向上させていく必要がある。 
本調査で明らかにしたとおり、国立大学全体の特許出願件数が増加しているだけでなく、
新規性喪失の例外適用申請を利用した割合が減少していることや国内優先権主張制度を利
用した割合が増加していることから、大学の知的財産本部の実務機能が動き始めていると
推察される。この背景には、大学の知的財産本部への支援事業の活用により多くの大学で
体制整備が進んだことがあると考えられる。 
 
（２）国立大学の特許出願は共願が主流であり、共願の相手先は大企業が多い              
全国立大学の特許出願は、2005 年度以降は単願よりも共願の割合が多くなっている。特
許に関係する研究成果を普及させる場合、自身や他者による実施が難しいため、共願先に
よる実施を選択することが多いと考えられる。 
本調査で対象とした 12 大学の共願は、企業とのものが約 8 割であり、そのうち約 9 割は
資本金額が 1 億円以上、従業員数が 100 人以上の大企業とのものである。また単願に比べ
て共願の発明者数が多いことから、共願の相手先は研究費に加えて、研究者も参画させて
いる場合があると思われる。 
また 12 大学の共願の相手先としては、大学が立地する地域の機関との共願が多い大学と
東京にある機関との共願が多い大学に分かれる。このことは、大学が立地する地域に共同
研究の相手先となる機関があるかどうかという地域のポテンシャルの問題に加えて、大学
としての戦略の違いが大きく関係していると思われる。今後、大学において特許の共同出
願の前段階となる共同研究等の連携に対する戦略として、地域を中心にするのか、それと
もより広域化を目指すのか、という方針を立てた上で、大学の優れた点をアピールするこ
とがより重要になると思われる。  
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参考資料 
１．内国人による日本国特許庁への特許出願 
 
図表 A-1-1 に内国人による日本国特許庁への特許出願の推移を示す。2000 年以降、内国人
による特許出願は減少傾向にあり、2008 年は 2001年と比較して約 15%も特許出願件数が減少して
いる。個人発明は毎年 1 万件ほどでほぼ一定であり、大学や公的研究機関の出願件数が増加傾
向であることから、企業の出願件数が大幅に減少しているものと思われる。 
国立大学の共願は共同研究や受託研究の成果であり、それらの件数の増減から議論すべきで
はあるが、国立大学の共願件数が増加傾向にあること（図表 2-1-1）は、企業が特許出願を減らす
中であっても共同研究先を確保し、特許出願につなげている、とも考えられる。 
 
図表A-1-1 内国人による日本国特許庁への特許出願の推移52 
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52 特許庁、特許行政年次報告書 2009 年版＜統計・資料編＞のデータをもとに作成 
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２．各都道府県における国立大学からの特許出願 
図表A-1-2 に各都道府県内の日本人による特許出願件数53、都道府県内の国立大学からの特
許出願件数54、国立大学からの特許出願の割合を示す。都道府県からの特許出願件数は地域に
よる偏りが大きく、特許出願件数が多い上位 5 都府県で全体の約 85%を占める。 
国立大学からの特許出願件数が多い地域は特許出願が多い都道府県と一致する場合が多い。
しかしながら、都道府県内の全出願に対する国立大学からの出願の割合をみると北海道や東北、
山陰、四国、九州といった地方では 10%以上の地域が多い。特に鳥取県や宮城県では、鳥取大学
と東北大学からの特許出願が県内からの特許出願の 20%以上もある。そういった地域では、地域で
の研究開発の成果を特許出願する上で国立大学を活用することは非常に有意義であると思われ
る。 
 
図表 A-1-2  2006 年に各都道府県から出願された特許出願件数（日本人によるもの）、都道府県内の国立大学か
らの特許出願件数、国立大学からの特許出願の割合  （※本データは全て年度ではなく、2006 年の値を用いた） 
順
位 
都道府県内からの特
許出願件数（件）55 
順
位 
都道府県内の国立大学か
らの特許出願件数（件）56 
順
位
国立大学からの特許出
願の割合（％）57 
1 東  京 173,021 1 東  京 720 1 鳥  取 23.3 
2 大  阪 57,679 2 大  阪 331 2 宮  城 22.5 
3 愛  知 28,933 3 愛  知 289 3 鹿児島 18.2 
4 神奈川 24,222 4 宮  城 274 4 北海道 16.2 
5 京  都 10,054 5 京  都 212 5 徳  島 11.8 
43 秋  田 188 43 島  根 8 30 兵  庫 1.0 
44 大  分 175 44 滋  賀 6 31 埼  玉 0.8 
45 沖  縄 175 45 和歌山 6 32 大  阪 0.6 
46 青  森 155 46 山  形 4 33 東  京 0.4 
47 鳥  取 133 47 福  島 4 34 神奈川 0.2 
 
 
 
 
                                                  
53特許庁、特許行政年次報告書 2009 年版＜統計・資料編＞のデータより。第一出願人の住所にもとづく統計デー
タ。 
54 同じ都道府県内にある国立大学間で共願がある場合、出願人にある大学の数に関わらず出願番号の数を出願
件数とした。 
55特許行政年次報告書 200９年版 ＜統計・資料編＞、特許庁 2009 年 6 月より。東京都、大阪府、愛知県、神奈
川県、京都府からの特許出願件数は全出願の約 85%。 
56国立大学の特許出願件数は 2006 年に出願されたものを（独）工業所有権情報・研修館の特許電子図書館より
2009 年の 9 月末日に入手した。同一都道府県内にある国立大学間の共願がある場合は、特許出願の件数を 1 件
とした。東京都、大阪府、愛知県、宮城県、京都府にある国立大学が出願人になっている特許出願は、全国立大
学からの特許出願の約 46%。 
57国立大学からの特許出願が 30 件以上ある 34 都道府県を対象とした。括弧内の数字は都道府県内の国立大学か
らの特許出願件数/都道府県内からの特許出願件数。 
